
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力系統を構成する電力線に信号を印加および抽出する負荷制御装置親局を備える電力
系統制御装置であって、
　前記負荷制御装置親局は、負荷制御装置子局の下流に電力設備が接続されたことを認識
したときに当該負荷制御装置子局から送信された当該負荷制御装置子局内に保持されてい
る当該電力設備の電力消費および電力供給に関する機器情報および当該電力設備が接続さ
れたことを示す信号を受信する手段と、前記負荷制御装置子局から送信された電力設備が
接続されたことを示す信号に基づいて前記電力系統内の電力設備についての接続の特定を
行う手段と、前記負荷制御装置子局から送信された電力設備の電力消費および電力供給に
関する機器情報に基づいて各電力設備の電力消費および供給に関する運転計画を作成する
手段と、前記作成された運転計画を電力線を介して前記負荷制御装置子局に基づいて伝送
する手段とを備えることを特徴とする電力系統制御装置。
【請求項２】
　前記負荷制御装置子局は、前記負荷制御装置親局により作成された運転計画を受信し、
この運転計画に基づき 実施する請求項１の電力系統 。
【請求項３】
　前記負荷制御装置子局の備わる電力設備に関して、電力消費および供給の稼働状況を変
更する必要性が発生した事態において、
　前記負荷制御装置子局は、電力線を介して運転計画の変更要求に関する情報、および電
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力設備の電力使用情報 記負荷制御装置親局に伝送して、前記負荷制御装置親局は、該
負荷制御装置子局からの運転計画の変更要求に関する伝送を受信した際に、全体の負荷平
準化を達成する各電力設備の電力消費および供給に関する運転計画について再度作成を行
い、 運転計画に基づく運転指令を電力線を介して負荷制御装置子局に
規定通信規約に基づいて伝送するとともに、前記負荷制御装置子局では運転指令を受信し
て実施する請求項１の電力系統 。
【請求項４】
　前記負荷制御装置親局は前記電力系統が外部電力系統と接続する連系点について電力量
を測定する手段を備え、
　前記負荷制御装置親局で、外部電力系統との電力授受に関する制約について満足するよ
うに、各電力設備の電力消費および供給に関する運転計画の作成を行い、運転計画に基づ
く運転指令を電力線を介して負荷制御装置子局 送するとともに、負荷制御装置子局で
は運転指令を受信して実施する請求項１の電力系統制御装置。
【請求項５】
　請求項４の電力系統において、外部電力系統との接続が遮断された場合に、
　前記負荷制御装置親局は前記遮断について検出すると共に、外部電力系統との電力授受
を行わずに自身の電力系統内の電力設備を稼働するように、各電力設備の電力消費および
供給に関する運転計画について再度作成を行い、前記再度作成された運転計画に基づく運
転指令を電力線を介して前記負荷制御装置子局 送するとともに、前記負荷制御装置子
局では運転指令を受信して実施する電力系統 。
【請求項６】
　前記電力系統内の前記負荷制御装置子局のいずれかの一つが前記負荷制御装置親局 機
能を兼ね備える請求項１～５の電力系統 。
【請求項７】
　前記負荷制御装置親局 機能を兼ね備える負荷制御装置子局に異常が発生した場合、別
の負荷制御装置子局が前記異常が発生した負荷制御装置子局を機能のバックアップを行う
請求項６の電力系統 。
【請求項８】
　前記負荷制御装置子局内に保持されていて、電力設備が電力系統に接続したときに前記
負荷制御装置子局から前記負荷制御装置親局に 力消費および電力供給に関す
る電力設備の機器情報
　 々の電力装置に設定されている最大電力消費定格値を用いることを特徴とする請求項
１の電力系統 。
【請求項９】
　前記負荷制御装置子局内に保持されていて、電力設備が電力系統に接続したときに前記
負荷制御装置子局から前記負荷制御装置親局に 力消費および電力供給に関す
る電力設備の機器情報として、
　個々の電力装置に設定されている最大電力供給定格値を用いることを特徴とする請求項
１の電力系統 。
【請求項１０】
　前記負荷制御装置子局内に保持されていて、電力設備が電力系統に接続したときに前記
負荷制御装置子局から前記負荷制御装置親局に 力消費および電力供給に関す
る電力設備の機器情報として、
　電力装置の使用上の性格を示す分類情報を用いることを特徴とする請求項１の電力系統

。
【請求項１１】
　前記分類情報として、電力装置の電力消費装置であるか、電力供給装置であるか、電力
消費供給装置であるかの分類を用いることを特徴とする請求項１０の電力系統 。
【請求項１２】
　前記分類情報として、電力装置の運用において、負荷制御装置の指令のみに基づき運用
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できる装置であるか、外部からの要求が発生する装置であるかの分類を用いることを特徴
とする請求項１０の電力系統 。
【請求項１３】
　前記負荷制御装置子局内に保持されていて、電力設備が電力系統に接続したときに前記
負荷制御装置子局から前記負荷制御装置親局に 力消費および電力供給に関す
る電力設備の機器情報として、
　個々の電力装置に設定されている優先度を示す情報を用いることを特徴とする請求項１
の電力系統 。
【請求項１４】
　前記負荷制御装置親局が作成した運用計画に対して、前記電力設備の電力消費および供
給の稼働状況を変更する必要性が発生した事態に、前記負荷制御装置子局から前記負荷制
御装置親局に伝送す 転計画変更要求情報として、
　電力装置が前記稼働要求を満足するために必要と推定される最大消費電力量の情報を用
いることを特徴とする請求項２の電力系統 。
【請求項１５】
　前記負荷制御装置親局が作成した運用計画に対して、前記電力設備の電力消費および供
給の稼働状況を変更する必要性が発生した事態に、前記負荷制御装置子局から前記負荷制
御装置親局に伝送す 転計画変更要求情報として、
　電力装置が前記稼働要求を満足するために必要と推定される最大供給電力量の情報を用
いることを特徴とする請求項２の電力系統 。
【請求項１６】
　前記負荷制御装置親局が作成した運用計画に対して、前記電力設備の電力消費および供
給の稼働状況を変更する必要性が発生した事態に、前記負荷制御装置子局から前記負荷制
御装置親局に伝送する規定通信規約の内容である運転計画変更要求情報として、
　電力装置が前記稼働要求を満足するために必要と推定される電力消費供給運転の継続時
間の情報を用いることを特徴とする請求項２の電力系統 。
【請求項１７】
　前記負荷制御装置親局が作成した運用計画に対して、前記電力設備の電力消費および供
給の稼働状況を変更する必要性が発生した事態に、前記負荷制御装置子局から前記負荷制
御装置親局に伝送す 転計画変更要求情報として、
　電力装置が前記稼働要求を違反しない条件下で電力消費供給を停止可能な継続時間の情
報を用いることを特徴とする請求項２の電力系統 。
【請求項１８】
　前記負荷制御装置親局と前記負荷制御装置子局間におけ 信を実施するために、負荷
制御装置子局内に保持されているプログラムが、負荷制御装置親局からの通信指令によっ
て変更可能なことを特徴とする請求項１の電力系統 。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は電力設備の負荷制御の運用に関わり、特に、監視地区内における複数の電力設備
（電力消費装置，分散電源装置および蓄電池装置など）の接続情報およびその電力設備の
特性についてオンラインで逐次把握し、平常時および緊急時の監視地域内の合計負荷量が
、監視地域内の電力発生量に対して、適正な値になるように各電力設備に対してオンライ
ンで制御指令を出力する負荷制御装置を備えた電力系統に関する。
【０００２】
【従来の技術】
需要家内電力設備の経済運用を目的として、従来より、負荷制御装置を用いて負荷平準化
を目的とした各電力設備の制御が行われている。
【０００３】
たとえば、第一の方式の装置として、負荷制御装置以下に複数の電力線の分岐を構成した
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上で、その負荷制御装置で検出する電力量（負荷量）について閾値と比較することで、個
々の分岐電力線への電力供給の有無を制御して負荷平準化する形式の負荷制御装置などは
、既存のものである。
【０００４】
第二の方式の装置として、接続する各負荷毎に電力量の計測手段および制御手段を設置し
て、各負荷への電力供給を決定する方式がある。特開平 6－ 197450 号公報に記載された技
術では、設定した優先順位に従って制御したり、各制御装置毎に制御ルーチンを作成して
いる。特開平 5－ 268735 号公報に記載した技術では、予め接続と接続箇所を特定している
需要家について予め情報を保有することで、状態に即した負荷制御を実現しようとしてい
る。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
このような従来技術による各装置は、需要家内の電力設備の存在について既知であること
が制御を行う上での前提となっている。
【０００６】
従来技術に記載した第一の方式の負荷制御装置では、分岐電力線毎に電力供給もしくは遮
断という制御になるため、各電力設備の制御内容は、接続された分岐電力線に依存する。
電力系統の構成は単純になるが、制御の効率は悪く、各電力装置を考慮した制御はできな
い。また、電力線や通信線などの配線から電力設備の配置に制約が生じる。負荷制御装置
以外では、特開昭 62－ 233035号公報に記載した技術のように、電力線搬送波を用いて親局
子局の配置を行った配電線遠方装置などをあげられるが、これらについても前述した問題
は同様である。
【０００７】
第二の方式の負荷制御装置では、電力装置単位の制御を実現できるが、事前に既存設備に
対して予め特性を把握し装置種別に対応した手続きおよびデータを負荷制御装置もしくは
各電力設備の制御部に入力する必要がある。需要家内に、新規電力設備が導入される度に
、負荷制御装置は対応に迫られる。さらには、電気自動車や可搬型電気機器などの接続の
時間・場所・規模が特定できない電力機器に対応ができない。
【０００８】
また、負荷制御において、近年増加している分散電源装置や蓄電池装置の電力発生源と協
調することが必要不可欠である。この問題については、特開平 7－　  322504号公報や特開
平 8－ 289470 号公報に記載された技術のように、電力系統に連系している平常時もしく電
力系統が停電した緊急時に、負荷遮断について電力発生量を考慮する方法は検討されてい
るが、上述した問題は解決されていない。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
負荷制御の対象とする部分電力系統において、外部電力系統との連系地点付近に導電体内
の電気量を測定する装置、および、前記電力設備群に対する制御信号を部分電力系統内の
電力線に印加および抽出する親局機能を有する負荷制御装置を設置する。また、前記部分
電力系統に接続する電力設備について、接続した電力線を介し、前記負荷制御装置が電力
線に印加する制御信号を受信し、また、制御情報を送信する負荷制御装置子局機能を付加
する。
【００１０】
電力設備が電力線に接続されている間、電力設備に具備されている負荷制御装置子局は自
身の電力消費および電力供給に関する諸特性の情報について、規定された通信規約に基づ
いて電力線に印加し、負荷制御装置親局は、随時これを受信する。負荷制御装置親局は、
制御対象の系統に接続されている電力設備の内容を動的に把握するが可能になる。
【００１１】
この装置構成により、リアルタイムで状況に適応して、個々の電力設備の要求を可能な限
り満足し、かつ、負荷平準化や停電時単独運転等の全体としての要求を満足するように、
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各制御機器の電力消費および供給について最適な運転スケジュールを実施できる。
【００１２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施例を図面に基づいて詳細に説明する。
本発明を実現する装置構成を図１に示し、まず、第一の実施例として、負荷平準化機能に
ついて着目して説明する。
【００１３】
一つもしくは複数の需要家内に巡る電力線１０１に接続して、幾つかの電力設備が設置さ
れている。ここに電力設備とは、電力消費装置だけでなく、分散電源装置および蓄電池装
置も含んでいる。電力線１０１は、連系点１０２を介し、外部の電力系統へ接続され、電
力供給を受けている。
【００１４】
ここで連系点近傍の一カ所もしくは複数箇所の電流量１０３を測定する装置１０４を設置
して、この測定量を入力とする負荷制御装置親局１０５を配置する。負荷制御装置親局１
０５は、電力搬送波入出力装置１０６と接続していて、電力線１０１上に電力搬送波信号
１０７を入出力する機能を有する。電力搬送波信号１０７は、商用周波数に比較して十分
に高い領域であり、電力設備に影響をおよぼさない。
【００１５】
電力線１０１上の電力搬送波信号１０７は、一部もしくは全部の電力設備側でも送受信さ
れる。このために、幾つかの形式をもって負荷制御装置子局を電力設備に具備している。
【００１６】
負荷制御装置子局の形態の一例として、電力設備１０８を説明する。電力設備１０８は通
常の電力プラグ（コンセント）１０９を介して電力線１０１に接続されるため、設備使用
者には従来の電力設備と同等の扱いであると同時に、その設備内部には、電力搬送波信号
１０７を入出力する装置１１０、および、その信号に基づいて電力を消費もしくは供給す
る内部設備１１１への電力通過量を連続的に調整できるインバータ１１２に対して制御信
号１１３を発する負荷制御装置子局１１４を配置している。
【００１７】
このような形態の電力設備としては、インバータ機能を有したエアーコンディショナーや
冷蔵庫などの電力消費設備および鉛蓄電池やＮａＳ電池・Ｌｉ電池を内蔵した電力貯蔵装
置が相当する。
【００１８】
負荷制御装置子局を内蔵した別形態としては、電力設備１１５のように、電力プラグ１１
６を介して電力線１０１に接続されていて、その設備内部に、電力搬送波信号１０７を入
出力する装置１１７と、電力を消費もしくは供給する内部設備１１８への電力通過可否を
遮断器１１９に対して制御信号１２０を発する負荷制御装置子局１２１を配置するものも
ある。
【００１９】
前記の電力設備１０８に比較して簡易な形態であり、このような形態の電力設備としては
、電力量を連続的に調整できない、もしくは、廉価な形態にする必要がある比較的小電力
の電力設備が相当する。
【００２０】
負荷制御装置子局は外部接続の形態もあり、電力設備１２２の場合、電力消費供給内１２
３に対して電力を供給する電力プラグ１２４が、子局端末装置１２５に接続させている。
子局端末装置１２５には、前記電力設備１０８と相当する機能群を有し、前記１０９，１
１０に相当する機能１２６，１２７、および、前記１１２～１１４に相当する機能１２８
～１３０を内蔵する。
【００２１】
また、電力設備１３１の場合、電力消費供給内１３２に対して電力を供給する電力プラグ
１３３が、前記１１６，１１７に相当する機能１３４，１３５、および、前記１１９～１
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２１に相当する機能１３６～１３８を内蔵する子局端末装置１３９に接続する形態となっ
ている。
【００２２】
以上に説明した電力設備１０８，電力設備１１５，電力設備１２２，電力設備１３１は負
荷制御装置子局機能を有し、電力線搬送波１０７を介し、負荷制御装置親局機能との通信
が可能な装置である。ただし、それと同時に、電力線１０１は、負荷制御装置子局機能を
持たない従来の電力設備１４０に対しては、従来の電力プラグ１４１を介して電力消費供
給部１４２に接続されていて、従来の使用方法を妨げない装置構成である。
【００２３】
各々の負荷制御装置子局はプリセットさせている自身の電力消費供給特性および運転状況
について、電力線搬送波１０７を用いて、負荷制御装置親局１０５に情報を送信する。負
荷制御装置親局１０５は、この子局からの情報、および、電流量１０３、さらには、デー
タベース１４３の情報や通信線１４４を介して外部１４５と通信する端末１４６の情報に
基づいて、随時、その状況に適した各電力設備の運転計画の作成を演算部１４７が実施す
る。この計画による制御指令が電力搬送波入出力装置１０６によって、電力線搬送波１０
７を介して、各負荷制御装置子局に渡される。以上の概要について、以下、図２に示した
親局の処理フローに従い説明する。
【００２４】
親局では、常時の監視として、新たな子局接続の確認２０１を行っている。この親局と新
規の接続子局の間における通信手順について、図３，図４を用いて説明する。ここでいう
ところの電力設備としては、エアコンなどの設置場所が固定される電力設備に加え、電気
自動車などの設置場所や時間が不明確な電力設備も対象となる。
【００２５】
まず接続初期の手順を図３で説明する。負荷制御装置子局３０１は機能を有する電力設備
が、電力供給源に接続されたとき、すなわち、通電を検出したとき、子局３０１は自身の
接続したことを示す信号３０２を電力線上に搬送波として印加する。この信号は、予め定
められている接続規定書式に従い記述してあり、搬送波が到達する区間に位置する親局３
０３は、これを受信することで子局３０１の接続を確認できる。
【００２６】
親局３０３は、図２の処理フロー内の子局接続の有無確認処理２０２において、上記の子
局接続確認後、処理フローの新規接続子局割当処理２０３において、親局の管理区域内に
おいて有効な接続番号の割り当てを決定する。この番号は他の子局の接続番号と重複しな
いものである。決定した接続番号は、親局より、接続割当規定書式に従った信号３０４に
よって、電力線上に搬送波として印加される。接続規定書式に従った信号３０２を発した
子局３０１は、接続割当規定書式に従った信号３０４を受信して、自身に割り当てられた
接続番号を獲得する。これによって、親局と複数の子局に配置において、親局とそれぞれ
の子局で一対一通信が可能になる。
【００２７】
親局では、次に、接続されている電力設備の情報の収集を図る。図４にて親局４０１と任
意の子局４０２間の通信手順を説明する。親局は、図２の処理２０３において、電力設備
の子局に対して、電力設備情報要求規定書式の信号４０３によって、各電力設備の状態に
ついて情報を求める。これを受信した子局４０２は、予め定められている電力設備情報規
定書式の信号４０４に従い、自らの電力設備の状態について情報を親局に伝送する。図２
の処理２０４において、各子局からの信号４０４を受信した親局は、各子局の状態、およ
び、親局自ら監視する外部電力系統との連系点の入出力電力量ならびに外部との通信情報
に基づいて、図２の処理２０５において、各電力設備の稼働スケジュールを作成する。そ
して、図２の処理２０６において、各電力設備の起動や電力消費・供給を規定する動作指
令規定書式の信号４０５として、これを各子局へ伝送する。
【００２８】
電力設備情報規定書式の信号４０４について、一例を図５に示して補足説明する。電力設
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備情報規定書式の信号４０４は、親局管理範囲内に接続されている各々の子局において、
作成されて親局に伝送されるものである。
【００２９】
まず、先の接続割当より獲得した割当番号５０１を、以下に続く電力設備情報に付加する
ことで、親局に子局の特定ができるようにする。
【００３０】
次に、静的な電力設備の情報５０２として、最大電力消費や最大電力供給などの定格値を
付加する。また、その機器の制御レベルや重要度の情報を付加する。制御レベルとしては
、電力設備の使用上の性格から幾つかのカテゴリーに分類されて、規定上にレベル付けさ
れている。まず、無停電電源などのように、基本的にいつでも電力消費および供給の量の
制御が可能なものを規定するレベルや、エアコンのように、人間の要求に従いながら、あ
る程度の範囲で電力消費が決定される機器を規定するレベル、もしくは、ＴＶのように、
緊急時を除いて人間の要求によって電力消費が決定される機器を規定するレベルなどが定
められている。図５では、電気自動車を例としていて、充放電随時可能なレベルに規定さ
れていて、最大電力消費や最大電力供給などはＡＣ／ＤＣコンバータの容量で規定される
値が設定されている。
【００３１】
重要度については、電力設備の生活上の意味あいから決定される優先度で、外部電力系統
からの電力供給が停止した場合などの非常事態において、電力供給を優先する電力設備を
決定する指標となる。図５の例では、優先度０と設定して、非常時の電力供給の対象には
ならないようになっている。
【００３２】
以上の静的な電力設備の他にも、その時点の電力設備の状態に依存する動的な情報５０３
が、電力設備情報に付加される。例えば、予定消費電力量として、今後一日に消費される
と思われる電力量ｋＷｈが伝送される。これは、蓄電池における未充電の容量などを示す
。このほかに、その時点で必要である消費電力ｋＷや供給電力ｋＷ，電力消費停止可能時
間などの情報を伝送する。必要な供給電力とは、太陽光発電や風力発電の場合やコジェネ
発電の熱供給時などの発電量の調整が効かない時に、必ず供給されてしまう電力である。
図５の例は、電気自動車の蓄電池が適切な範囲の充電量を保っている場合で、必要消費お
よび必要供給は０ｋＷであり、電力消費停止可能時間は８時間に設定されている。
【００３３】
図２処理フローの説明にて前記したように、処理２０５において、各子局について獲得し
た電力設備情報を用いて、親局は各電力設備の稼働スケジュールの作成を行うが、何らか
の運用面の変化によって、親局から与えられた稼働スケジュールが遂行できなくなった電
力設備が発生することがある。例えば、気温の急上昇によって、エアコン稼働が必要にな
った場合などである。このような場合、子局から親局に稼働スケジュールの変更を要求す
る処理が行われる。図２の処理フローと図６を用いて説明する。
【００３４】
子局の状態に適応するために、親局では、稼働スケジュールについて時々刻々更新されて
いく処理となっている。図２処理フローの常時監視反復処理２０７内で、処理２０８にて
外部電力系統に異常がないことを確認した後、処理２０９にて、子局からの運用変更要求
の有無確認を行う。
【００３５】
いずれかの子局にて運用を変更する必要が発生した場合、図６のように、親局６０１に対
して、子局６０２側から、運用変更要求規定書式に従った信号６０３を伝送する。
【００３６】
親局が、処理２０９にて運用変更要求を確認した場合、図２処理フローの常時監視反復処
理２０７からはずれて、処理２０３～２０６の再実行によって稼働スケジュールの更新を
図る。親局６０１から子局６０２に対して電力設備情報要求規定書式の信号６０４を伝送
し、現時点での各電力設備の状況を把握するために、各子局の電力設備情報規定書式の信
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号６０５を受信する。これにより、現時点に即した稼働スケジュールが再作成され、これ
を動作指令規定書式の信号６０６によって各子局に伝送する。
【００３７】
各子局の運用が初期に作成した稼働スケジュールに近いため、子局からの運用変更要求が
発生しない場合でも、親局は、一定時間の経過を処理２１０にて判断し、上記と同様に処
理２０３～２０６の再実行によって稼働スケジュールの更新を図る。
【００３８】
稼働スケジュール作成処理２０５については、子局の情報に基づいて様々な方法が考えら
れる。図５の通信規約の場合における処理フローの一例を、図７に示す。この処理は、外
部電力系統から一定の条件下で電力供給を受ける場合を想定している。
【００３９】
まず子局各々から収集した必要消費（Ｗ）と予定消費電力量（Ｗｈ）より、消費要求につ
いて、持続曲線を算出する処理７０１を実施する。この消費持続曲線は、図８内８０１に
示すように、縦軸８０２は電力（Ｗ）で、横軸８０３に現時点からの経過時間（ｈ）をと
ったもので、一定時間範囲について算出する。最重要負荷や本負荷制御対象外の負荷の消
費については、図中のように一定レベルになる。
【００４０】
処理フローの次ステップとして、処理７０２において、供給持続曲線を作成する。この持
続曲線も、消費持続曲線と同様の軸上で考えられ、図９内９０１として現れる。この供給
持続曲線９０１を、子局各々から収集した必要供給（Ｗ）と予定供給電力量（Ｗｈ）から
算出する。これは、図８の消費要求電力（Ｗ）から必要供給（Ｗ）を減じた値で、予定供
給電力量を除することで求める。外部供給についても、供給電力装置のひとつとして扱う
ことが可能で、デマンド時限なども９０２のように供給持続曲線で扱う。
【００４１】
これら、消費持続曲線８０１と供給持続曲線９０１から、図７の処理フロー内処理７０３
において、供給支障範囲を求める。供給可能な持続曲線１００１よりも消費要求の持続曲
線１００２が、図中の関係で上回る領域１００３が供給支障が発生する箇所を意味して、
支障する電力量および継続時間が求められる。
【００４２】
図７の処理フローでは、この支障領域をなくすことを目的に、稼働スケジュールを調整す
る。まず、支障領域に消費を要求している負荷群のうちで、消費停止可能時間を持つもの
について集合を作成する処理７０４を実施する。そして、処理７０５～７０７の反復処理
において、これらの負荷群の優先度の低い負荷から、消費支障時間帯の消費要求を拒否す
る。これによって、供給支障が解消された場合は稼働スケジュール作成終了になるが、供
給支障が解消されない場合、停止可能時間を持たない負荷についてスケジュールの調整を
実施する。
【００４３】
支障領域に消費を要求している負荷群のうちで、消費停止可能時間を持たないものについ
て集合を作成する処理７０８の実施、および、処理７０９～７１１の反復処理において、
これらの負荷群の優先度の低い負荷から、消費支障時間帯の消費要求を拒否する。これで
解決しない場合は、制御不能と言うことになり、外部処理７１２で警報発令等の処理を実
施する。供給支障が解決されれば、負荷制御可能と言うことになり、稼働スケジュールの
作成が完了して、図２の全体処理に復帰する。
【００４４】
以上のような図２の処理フローの結果、親局が指示した各電力設備の稼働状況の一例を図
１１に示す。図の例では、エアコンのピーク消費１１０１や冷蔵庫のピーク消費１１０２
の時間帯をシフトしながら、必要時には、電気自動車などの蓄電池から電力供給１１０３
を受け、合計消費のピーク１１０４を抑制している。一方で、例えば、蓄電池の充電特性
など、各機器から伝送される電力消費に関する要求を可能な範囲で満足する稼働結果が得
られる。
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【００４５】
このように、第一の実施例で示した負荷制御装置に設置することで、需要家は電力設備を
電力系統に接続するのみで、各電力設備の特性を反映した負荷平準化、すなわち、ピーク
消費の抑制が図られる。特に、接続箇所や接続時間が不明な装置も制御対象となるため、
有効な設備活用が可能となる。
【００４６】
第一の実施例と同時に、図１に示した本発明の装置構成によって、外部電力系統停電時の
単独運転の機能も実現できる。この単独運転機能について第二の実施例として説明する。
【００４７】
図２処理フロー内の処理２０８にて、外部電力系統に異常を確認した場合、常時監視２０
７より分岐２１１を行い、親局が管理する部分系統の単独運転処理に移行する。単独運転
処理について、図１２に一連の処理内容を示す。分岐２１１を受けて、まず、処理１２０
１にて、外部電力系統の供給量を０にセットして、即座に、単独運転における非常時稼働
スケジュール作成処理１２０２を開始する。設備情報の更新を行わないのは、迅速に単独
運転に移行するためである。ここで、非常時稼働スケジュール作成処理１２０２は、通常
の稼働スケジュール作成処理と比べて、幾つかの異なる点がある。
【００４８】
まず、電力設備情報で得られている単独系統内の必要供給電力は必ず消費するように制約
が付加される。また、逆に、予定供給電力量に余裕がある場合でも、重要度の低い負荷へ
の電力供給は行わないように条件が付加される。
【００４９】
処理１２０２にて作成された非常時稼働スケジュール作成は、処理１２０３にて直ちに既
接続子局に動作指令されて、単独運転が開始される。この後は、基本的に、図２の平常時
処理フローに類似した処理が行われる。
【００５０】
まず、処理２０３，２０４と同様に、処理１２０４，１２０５にて単独系統内の既接続子
局群の電力設備情報を獲得する。この情報を用いて、再度、非常時稼働スケジュール作成
１２０６を行い、処理１２０７にて既接続子局に動作指令を伝送する。
【００５１】
これに続き、非常時監視反復処理１２０８に移行するが、この反復処理も基本的には常時
監視反復処理２０７に相当する処理となる。子局接続の有無を処理１２０９で行い、新規
接続があった場合には処理１２１０にて接続割り当てを行う。これは処理２０１，２０２
と同様である。続いて、処理２０８～２１０と同様に、処理１２１１～１２１３によって
外部電力系統異常確認，運用変更要求の有無確認，タイマーの確認を行う。条件が満たさ
れない限り、非常時監視反復処理１２０８が継続する。ただし、常時監視反復処理２０７
と異なる点は、外部電力系統異常確認の判定が逆転していて、異常が継続している限り反
復処理を継続し、異常が無くなった場合には、分岐１２１４にて平常時の動作に復帰する
処理になる。
【００５２】
以上に説明した第二の実施例のように、外部電力系統停電時の単独運転の機能を付加する
ことによって、停電発生時には、随時自動的に重要負荷を保護することができる。また、
単独系統内に太陽光発電・風力発電やコジェネ発電などの分散電源が多数配置されている
ような場合でも、それらの出力に合わせて、電力を消費する電力設備もしくは蓄電池など
を、効率的に稼働させることができる。
【００５３】
【発明の効果】
本発明の負荷制御装置に設置することで、需要家は電力設備を電力系統に接続するのみで
、各電力設備の特性を反映した負荷平準化、すなわち、ピーク消費の抑制が図られる。特
に、接続箇所や接続時間が不明な装置も制御対象となるため、有効な設備活用が可能とな
る。また、通信線などの新規も必要とせずに、逐次電力設備の導入が可能であるため、施
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設の拡張を妨げない。
【００５４】
負荷平準化の効果と同時に、外部電力系統停電時の単独運転の機能も実現する。停電発生
時には、随時自動的に重要負荷を保護することができる。また、単独系統内に太陽光発電
・風力発電やコジェネ発電などの分散電源が多数配置されているような場合でも、それら
の出力に合わせて、電力を消費する電力設備もしくは蓄電池などを、効率的に稼働させる
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用した負荷制御装置の構成。
【図２】本発明を適用した負荷制御方法のフロー。
【図３】電力設備接続時の子局認識の通信手順。
【図４】電力設備接続間における運用状況把握の通信手順。
【図５】親局子局間の通信規約の概要。
【図６】電力設備における運用計画変更要求発生時の通信手順。
【図７】稼働スケジュール作成フローの一例。
【図８】消費要求／可能持続曲線の一例。
【図９】供給要求／可能持続曲線の一例。
【図１０】供給支障範囲の一例。
【図１１】負荷制御指令の一例。
【図１２】単独運転時の負荷制御方法のフロー。
【符号の説明】
１０１…電力線、１０５…負荷制御装置親局、１０８…電力設備、１０９…電力プラグ、
１２５…子局端末装置。
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】
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